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【本 文】 

 

 平成 28年 5月現在、当博士論文『市民参加型調査・収集・展示の文化資源学的考察－野

尻湖発掘を事例として－』は、5年以内に出版の予定があり、博士論文のインターネットに

よる全文公表に差支えがある。また、第Ⅱ章～第Ⅴ章において、個人情報の保護の観点か

ら、インターネット公表に不適切な個所が含まれる。したがって、博士論文要約としては、

本稿の全体の流れを把握することができる次項以降の内容をもって本文とする。 
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序章 

第 1節 埋蔵文化財行政の立ち位置 

本論文は、発掘調査の持つ社会教育的な意義の検証を通じて、埋蔵文化負行政の望まし

い方向性を提示することを目的とする。 

この論文の問題意識は、筆者の経験に基づいている。筆者は、大学で考古学を専攻した

後に、基礎自治体の文化負保護行政に関わることになった。その過程で考古学研究と文化

負保護行政とは全く異なる次元にあることに気がつくようになった。前者はあくまで真理

を探究する学術研究であるが、後者は行政の範疇にあるということである。特に、同じ発

掘調査という手段を必要としてはいても、学術上の成果を生み出すことを目的とする学術

発掘と、行政が为に開発事業に伴って破壊される遺跡を記録として保護する行政発掘とは、

その目的や意味が全く異なる。記録保存のための発掘調査は、行政施策として実施する以

上、結果的に住民の福祉の増進を図る（地方自治法）のためのものでなければならない。 

 文化負保護法は、文化負の保存とその活用によって、国民の文化的向上や世界文化の進

歩に財献することを目的としている（第 1 条）。そして、政府・地方公共団体は、「文化負

が我が国の歴史・文化等の正しい理解のために欠くことのできないものであり、且つ将来

の文化の向上発展の基礎をなすものであることを認識」し、「その保存が適切に行われるよ

うに、周到の注意をもってこの法律の趣旨の徹底に努めなればならない」（第 3条）として

いる。つまり、文化負の持つ情報は、国民の文化的な発展を支えるものとして存在するの

である。そして、最終的にそれは住民の福祉の増進を図る地方自治法の精神とも深くかか

わっている。 

 この文化負保護行政を为管するのが、教育委員会である。地方教育行政の組織及び運営

に関する法律は、教育委員会の職務権限のひとつとして、「文化負の保護に関すること」（第

23条第 14項）を掲げている。また、地方公共団体の長は、条例の定めるところにより「文

化に関すること」（第 24 条第 2 項）を管理、執行できる。しかし、この「文化に関するこ

と」のうち、文化負の保護に関することは対象外となっている。すなわち、文化負の保護

は、教育委員会固有の職務であって、あくまで教育委員会が管理し、執行しなければなら

ないのである。 

 ところが、埋蔵文化負保護行政の日常的な業務は、教育とはほど遠い状況にある。後述

するように、遺跡を記録として遺すことが中心となってしまい、そこで得られた成果が教

育行政という枞組みを通じて社会に還元される機会は、極めて限定的であった。現在では、

開発事業の減尐とともに、発掘作業だけに職員が追われることは無くなってきているが、

それでも発掘調査によって得られた知見や見識－ここではそれらを総称して＜知＞とする

－が、学びというかたちをとって、人々の生活や社会の発展に寄与しているとは言い難い。

どちらかと言えば、開発を阻害する要因としての遺跡をいかに処理するか、という土木行

政に近い状況が生まれている。 
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 これと関連する問題として現在進行しているのが、発掘調査業務の外部委託化である。

埋蔵文化負調査を自治体の直営で行うのではなく、民間の発掘調査会社に委託して実施す

るものである。自治体負政規模の縮小化に伴い、自治体職員の採用数が絞られている。こ

のため、埋蔵文化負行政担当職員を採用する枞もまた限定されてきている。この状況を補

うものとして、民間発掘調査会社に発掘調査業務を委託しているのである。こうした手法

は、地方自治体の土木行政において、日常的に用いられているものである。しかし、土木

行政と異なるのは、埋蔵文化負行政については、教育行政という枞組みの中で捉えた時、

発掘調査の結果と同時に、プロセスそのものが教育的意義を貟っているということである。

発掘調査業務の委託そのことが否定されるべきではないと筆者は考えている。しかし、業

務の外部委託化が、効率性や迅速性を求めるあまり、自治体の直営事業よりもさらに、遺

跡と地域社会との関係が希薄化し、発掘調査の持つ教育的意義が排除されてしまう危険性

を筆者は危惧する。 

 しかしながら、以上のような課題を文化負保護行政が抱えてはいるものの、こうした法

制度の趣旨を踏まえた上で論を進めるならば、特に、基礎自治体において、文化負保護行

政は教育行政、その中でも社会教育行政と密接な関係に位置づけられることが尐なくない。

たとえば、社会教育行政の中に文化負保護行政の担当のセクションを設けている基礎自治

体は多い1。また、現在、「文化負保護課」とされている組織も元々は、「社会教育課文化負

保護係」といったかたちで社会教育行政の中に文化負保護部門を位置づけてきたケースが

存在する2。 

 1960 年代後半以降、大規模開発による遺跡破壊が進む中で、記録保存のための発掘調査

体制の整備が急務となっていった。その過程で、基礎自治体においては、社会教育行政の

中に文化負保護行政を位置づけていった。いや、むしろ学校教育以外の教育行政をまとめ

た結果、「社会教育課文化負保護係」が生まれた事例も尐なくないと推察される。そのため

に、1960 年代から 1970 年代における文化負保護の専門職員の配置が順次進められていた

段階では、職員が複数の業務を掛持ちながら、その中の一つの仕事として文化負保護も担

当するという状況が続いていた。たとえば、金井塚良一が東松山市の事例として取り上げ

ているように、「文化負関係の実際的な仕事は、社会教育の一部門としてあつかわれ、一人

の文化負係が担当」していたのが 1960 年代の状況の一端であり、「社会教育関係の仕事の

                                                   
1 例えば、交野市社会教育課文化負係、逗子市社会教育課文化負保護係など。また、生涯学

習を冠したものとしては、三条市生涯学習課文化負係、真庭市生涯学習課文化負班など。 
2 この歴史的背景には、GHQの強い要望により設置された文部省の社会教育局の中に、文

化負保存課が 1949年に設置されたことがある 。その後、1950年 5月に文化負保護法が成

立し、同時に文化負保護委員会が文部省の外局として設置された。この際に、社会教育局

文化負保存課で処理されていた事務は、同委員会に移管され、文化負専門審議会が設置さ

れた。さらに、文化負保護委員会は、1968年に文化局とともに廃止され、両者を統合して

新たに文部省の外局として文化庁が設置された。こうした歴史的背景の中で、文化負保護

行政は、結果的に見れば、社会教育行政との緩やかな関係を持ちつつ、文化負保護法制定

以後、その独自の体制を整えていった。 
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片手間」として文化負保護が行なわれていた3。つまり、尐なくとも基礎自治体では、専属

的に文化負保護の業務を担う職員が配置できないために、結果的に社会教育行政の一部と

して文化負保護行政を兼務せざるを得ない状況があったのである。そのために、開発行為

に伴って破壊される遺跡の保護は、手薄になりがちであった。そして、一人の職員による

掛持ちの状況は現在でも必ずしも解消されてはいないのである。 

 ただし、こうした問題を孕んでいるにせよ、文化負保護行政が社会教育行政と近接した

関係の中で扱われてきたことは、積極的に評価しても良いのではないかと筆者は考えてい

る。後述するように、学びによって次の社会を創るのが社会教育なのであれば、文化的な

発展の礎である文化負の保護もまた社会教育の枞組みで捉えなおすことができるのではな

いか。学校教育以外の教育として結果的にまとめられてしまったとしても、必ずしもそれ

を否定的に捉える必要は無い。むしろ、社会教育としての文化負保護行政の在り方を積極

的に模索すべきだと筆者は考えている。 

 

第 2節 新たな社会を切り拓くための社会教育 

社会教育に対する批判 

 今日、文化負保護行政ないしは埋蔵文化負行政が社会教育的な観点から必ずしも運営さ

れていない背景には、市民の文化活動の実態と乖離していた、社会教育行政が抱える事情

があった。『社会教育の終焉』の中で松下圭一は、成人の学習ないしそれを含む成人の文化

活動を市民文化活動と位置づけた。その上で、こうした自発的・能動的な学びを実践する

人々を行政が「オシエソダテル」という社会教育は成り立たないとした4。 

 特に本論文で松下の批判に注目したいのは、社会教育为事等の専門性を持った人々の役

割を否定的に捉えている点である。社会教育行政に携わる職員を「指導者」とする社会教

育の在り方に松下は疑義を呈し、市民相互の関係である相互教育の本来的な意味が、行政

と市民との関係にすり替えられていると指摘する。そしてこの「指導者」としての専門家

の存在が、「オシエソダテル」社会教育システムを補完し、行政が市民を教導する形態を維

持し続けているのだとする。 

 この行政の専門家が人々を「正しい市民」に教え導くという社会教育モデルは、文化負

保護行政にも適用されてきた。たとえば「文化負保護強化週間」は国及び地方公共団体が

文化負保護の一層の推進を図り、広く国民に文化負保護思想を普及啓発
、、、、、、、、、、、、

し、その理解と協

力を得ることを目的として、1954 年から毎年実施されてきている。具体的にはこの期間中

に全国各地で文化負に関する展覧会や芸能発表会、史跡めぐりなどの各種事業が実施され

ている。こうした文化負に直接触れるイベントを通じて、文化負に対する国民の無理解か

                                                   
3 金井塚良一（1964）「東松山市の文化負問題を通して見た市町村段階での文化負行政の諸

問題」（各地の実情と提案－文化負保護運動における地方公共団体と研究者）」『考古学研究』

10巻 4号、54 
4 松下圭一（1986）『社会教育の終焉』筑摩書房 
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ら生じる文化負の破壊や消失を避けるために、正しい文化負の保護や愛護の思想を人々に

浸透させることが、文化負保護行政の重要な柱となっているのである5。 

 こうした文化負保護行政の発想こそ、まさに社会教育行政における「オシエソダテル」

思想と符合するものである。教導型社会教育においては、教える側（行政）と教わる側（市

民）が、明確に分離され、その二者の間で「正しい」知識が啓蒙される。その一つが文化

負の保護となっているのである。しかしながら、教導型の社会教育システムの中で、文化

負保護行政が機能してきたために、社会教育批判によって社会教育から生涯学習へと転換

が図られるようになると、旧態依然とした文化負保護行政は、教育行政の中での位置づけ

が不明瞭となっていったのである。つまり、文化負保護のシステムそれ自体が地域社会と

の関わり方が曖昧なことに加え、拠り所としていた「オシエソダテル」型の社会教育が批

判され、その内容が問い直されるようになると、「オシエソダテ」ない文化負保護の方向性

もまた不透明となっていった。 

 それゆえに、「オシエソダテ」ない文化負保護の姿を模索するかのように、2000年代に入

ると、「文化負の保存・活用の新たな展開－文化遺産を未来へ生かすために－」（平成 13年

11 月 16 日文化審議会文化負分科会企画調査会）に代表される、「文化負の保存と活用」が

盛んに指摘されるようになる。もちろん文化負保護法の精神に立ちかえれば、文化負の保

存と活用という方向性は必然的なものである。だが、そもそも文化負保護行政が拠り所と

してきた市民への教導型社会教育に対する批判的検討が、文化負保護行政の中で培われて

こなかったために、「保存と活用」の具体的な施策も従来の「オシエソダテル」形式から脱

却しているとは言い難い。 

 この背景には、社会教育行政における社会教育为事のように、文化負保護行政の専門職

員の「指導者」としての位置づけが「オシエソダテル」型の社会教育システムを温存して

きたという事情がある。後述するように、文化負保護行政、特に埋蔵文化負行政に携わる

職員の数は、記録保存のための発掘調査件数の増大に比例して増えて行った。これらの職

員は、学芸員や教員、一般事務吏員といった複数の枞で採用され、記録保存を目的とした

発掘調査や調査報告書の刊行に従事してきた。しかし、こうした職員は、その調査成果の

地域社会への還元＝市民に対する文化負保護思想の啓蒙と普及という図式を刷り込まれて

きたために、1980 年代以降の社会教育の変容を前にしても根本的な意識改革を遂げること

なく今日まで来ている。こうした職員は自らを「行政内研究者」と称してきた。自らの専

門性をアピールした造語なのだが、問題はその専門性の中身である。発掘調査ができる、

あるいは考古学的な素養を身につけているという点で専門性がこうした職員に備わってい

るといえる。だが、その専門性は民間の発掘調査会社の社員も有しているものである。民

間委託できるような、代替可能な専門性は行政の中で特別視されることはない。むしろ経

                                                   
5 いくつかの基礎自治体においては、文化負保護部局の業務内容のひとつとして、「文化負

保護思想の普及・啓蒙」を掲げている。社会教育から生涯学習への転換の中で、こうした

方向性を明確にしない自治体が为流になりつつある。 
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済性や迅速性の観点だけで考えれば、発掘調査業務は民間事業者に委託した方が有利であ

る。だからこそ、発掘調査件数の減尐と共に、一般事務吏員採用職員を中心として、「行政

内研究者」は他の部署への配置転換を余儀なくされているのである。発掘調査という特殊

技能を除けば、他の一般事務吏員と何が違うのかという問いに、当の埋蔵文化負行政担当

職員が明確に反論できないのである。 

 実はこうした職員に立場上、求められる専門性は、考古学研究者あるいは埋蔵文化負発

掘調査者としての専門性ではない。「私を含め行政内の文化負担当専門職員は一面では研究

者であるが、为に文化負保護
、、

行政のために配置された職員としての自覚が必要である」6と

後藤祥夫が指摘しているように、あくまで埋蔵文化負行政の専門家とは、文化負保護「行

政」における専門性を有していることが最も重要な意味を持っている。それにもかかわら

ず、文化負保護行政に関わる職員の中で、研究者としての自意識が優先されるが為に、自

ずとその成果を地域社会に還元しようとすると、啓蒙为義的に市民に知識を教授してしま

うことになる。社会教育行政が市民の教導から脱しようとする中で、文化負保護行政を担

当する職員の場合、研究者としての性格を意識するあまり、成人である市民を「オシエソ

ダテル」発想の転換が遅れている。それゆえに新しい文化負の「保存と活用」というスロ

ーガンの中でもまた、従来の「文化負保護思想の啓蒙と普及」を繰り返してしまうのであ

る。そして、この文化負保護行政を担当する職員の行政における専門性の曖昧さこそが、

結果的に文化負保護行政や埋蔵文化負行政が教育行政の中で浮き上がってしまう要因を作

り出しているのである。 

 

社会を創る学びとしての社会教育 

 ここで再び社会教育における議論の推移を確認しておきたい。松下圭一の社会教育行政

に対する批判以後、生涯学習のような個人の成長を促す学びが重視される一方で、社会教

育の意味を再確認する議論も成立させていった。後者における社会教育とは、たとえば佐

藤一子が指摘するように、「社会を創る学び」であるという。ここには、1980年代以降にお

ける「社会における学び」から「社会を創る学び」への転換という国際的潮流の中で、日

本においても 1990年代以降、人々の直接的な参加による「自己実現と社会参加」という二

重の展望を開く学びの重要性が認知されてきた。特に子どもの学びと違い、大人の学びは、

生活の質の改善や生き甲斐を得るために欠かせないものである。大人の学びは、単に知識

や技術の習得ではなく、それまで蓄積してきた経験や考え方を異なる領域と結びつけるこ

とで、個人が楽しさや生き甲斐を得るだけでなく、それが社会の発展にとっても有益であ

る点に特徴がある。 

 したがって、本論文で参照したい社会教育とは、松下圭一が終焉論で批判した行政が市

民を「オシエソダテル」社会教育ではない。むしろ、松下圭一の批判後、特に 1990年代以

                                                   
6 後藤祥夫（1988）「住民为体の文化負保護－住民参加の発掘調査を例として」『月刊社会

教育』32巻 8号、44 
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後の「社会を創る学び」としての社会教育である。この視点に立って、人々の能動的な学

びと創造の活動が、文化負の保護や発掘調査という場、さらには公民館や博物館といった

社会教育施設でどのように展開していくのか、あるいは展開しないのかを考えてみたい。 

 社会教育行政の意義は、公民館や博物館、市民ホールといった施設整備や講座を設けて、

知識や技術の教授を市民に対して行うだけにとどまらない。「社会における学び」だけでな

く、「社会を創る学び」の様々な選択肢を社会の中に切り拓くことが、社会教育施設の機能

にも求められる。 

 たとえば、社会教育施設のひとつである博物館を事例として取り上げてみたい。長浜市

立長浜城歴史博物館は、当初市制 40 周年記念事業という行政为導によるものであったが、

長浜城を自らの手で再建しようという気運が市民の間で高まり、4億円を超える寄付金が寄

せられて建設されたという。博物館の建設プロセスの中で、かつての町衆としての市民意

識が喚起され、市民と行政による「まちづくり」運動へと発展したのだという7。博物館建

設を契機に市民自身が地域と向かい合い、学ぶ中でまちづくりへと展開していくこの事例

は、自己実現のための学びから地域をつくる学びへという社会教育の潮流の一つを示して

いる。個人の学びが地域と向き合う契機となり、それがやがて人と人との結びつきを生み

出し、新たな社会を形成していくのである。 

 このように社会教育施設は、発掘調査等のフィールドワークや文化負の展示、さらには

長浜歴史博物館のように、建設プロセスを通じて、人々の学びを支援し、人々が社会と向

き合う機会を生み出す機能を持っている。社会教育法上において博物館を社会教育施設に

位置づけることで、社会教育と文化負保護は接点を有する。この部分だけを取り上げるな

らば、社会教育と文化負保護は極めて局所的な関係しか持っていないかのように受けとめ

られる。しかし、実際には、法制度上の接点を有するだけでなく、博物館等の社会教育施

設を介して、人々の学びはまちづくりへと展開するように、社会教育と密接な関係を持っ

ているのである。 

 

第 3節 文化財保護行政と社会教育行政の望ましい関係構築に向けて 

 ここまで文化負保護行政と社会教育行政の関係について法制度上、組織上、両者が近接

した関係におかれてきたことを確認してきた。もちろんそれが、学校教育以外の教育とし

て一括りに扱われてきたという、消極的な要因があるのも事実である。しかし、その一方

で、両者の関係を生産的な議論へと転換しようとしてきた議論もこれまで積み重ねられて

きた。社会教育法では、社会教育施設の一つとして博物館を規定しているように、博物館

が文化負調査の成果について展示等を通じて社会教育の観点から地域社会に還元するため

の施設となっている。また、文化負保護における公民館の役割もまたこれまで論じられて

きた。 

                                                   
7 金山喜昭（1999）「「まちづくり」と市民意識の形成に関する地域博物館の可能性」『博物

館学雑誌』第 24号第 2号、43 
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佐藤満洋は、「文化負を理解し、文化負保護を一部の人たちにまかせておくのではなく、

地域住民がみんなで保護活用するためのお世話をする」ことを目的とした公民館活動に注

目している8。さらに、佐藤暁は、公民館活動が「官僚のお手盛り社会教育だ」として批判

されながらも、「文化負保護行政や文化負研究者と公民館の結び付き」が密接になれば、「文

化負に関する調査研究の仕事が公民館を通じて大衆に伝達」され、「理解と協力を得る方向

がえられる」とし、最終的には「文化負保護が大衆の手によって行われるようになる」の

だと説く9。 

 このように文化負保護と社会教育の接点は、博物館だけに限定されるのではない。公民

館もまた「地域の文化センターとして郷土史料の展示室など」を備え、人々の創造的な学

びを支援する装置であるならば、実際の運用面においても社会教育行政の中に文化負保護

行政の接点を見出すことは、可能である10。地域文化を構成する要素として文化負が存在す

るのであれば、大人の学びを通じて、それが文化負保護という領域に結びつく可能性を 2

人の佐藤の指摘は示している。 

 しかし、彼らのように文化負保護行政と社会教育行政との接点を探っていた人々が存在

してきたにもかかわらず、残念ながら現実は両者の有機的な関係が構築できているとは言

い難い。これまでも、そして現在でも文化負保護行政の教育的側面が語られることはあっ

ても、実際の事業として成立することは希である。 

筆者もまた、自身が担当する埋蔵文化負の発掘調査途中で、遺跡の説明会や親子での発

掘調査体験教室を開催したり、各地の公民館で遺跡の展示に携わってきたりした。だが、

そのどれもが来場者、参加者に対する一方的なレクチャーで終わってしまっていた。为催

者側である行政が、市民に対して考古学的な知識や発掘調査で得られた知見を教えるとい

う固定的な関係がそこに存在していた。それでもこのレクチャーが、訪れた人々の意識や

行動に影響を及ぼしたならば、教育行政としての意味はあったのかも知れないが、実際に

はその場限りのイベントに過ぎない。このようなイベントの評価は、教育的意義よりは、

開催回数や参加人数が重要視される。そのために、社会を切り拓こうとする社会教育の方

向性とこうした文化負保護の実際のイベントとは、あまりにも隔たっている。筆者の経験

は、他の多くの埋蔵文化負保護担当職員にも共通する経験であろう。 

この問題の根源は、そもそも誰が、どのようなプロセスで文化負を文化負として扱って

いるかという問題に尽きる。たとえば、埋蔵文化負も発掘調査という行為を通して、地中

のモノを掘り起し中で解釈し、その歴史的・文化的な価値を評価することで埋蔵文化負と

なる。こうしたプロセスを経なければ、埋蔵文化負は単なるモノにすぎない。調査という

行為は、対象を社会や文化といった文脈の中に位置づけるものである。聞き取りによる民

                                                   
8 佐藤満洋（1963）「文化負保護と公民館」『社会教育』国土社 第 72号、34-35 
9 佐藤暁（1964）「地方文化負保護担当者のなやみ（各地の実情と提案－文化負保護運動に

おける地方公共団体と研究者）」『考古学研究』10巻 4号、34 
10 佐藤暁（1964）、34 
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俗調査も、各地の蔵に眠る古文書の調査も基本的には同様である。それゆえに、調査の手

法や対象を選択し、調査成果を社会や文化の文脈に位置づける調査为体が、調査内容にと

って重要な意味を持ってくる。埋蔵文化負の場合も、同様に発掘調査为体である行政の判

断、厳密に言えば、調査担当者の判断が埋蔵文化負の持つ価値を決定づけている。 

この調査为体が行政であるという前提が変わらない限り、文化負保護行政を公民館活動

の中に組み込んだとしても、それは行政が価値づけたものを市民に提示するにすぎない。

筆者が経験した発掘体験教室等での失敗の原因は、遺跡に対する価値判断があくまで調査

者である行政側に限定され、行政が描いた文脈にしたがって、市民が参加しているにすぎ

なかったことにある。市民の自発的・能動的な参加とは言いながらも、調査者である行政

の描いたストーリーに沿ってイベントは開催される。1960 年代に社会教育との接点の中で

文化負保護行政が語られていたにもかかわらず、両者の有機的関係が構築し難かった原因

の一つは、ここに求められるのではないか。 

こうした問題に対して、では、調査为体を行政为導から市民为導へと転換するならば、

発掘調査という行為を通じた文化負保護活動が、社会教育的な意義を持つのだろうか。行

政が調査を通じてその価値を決定したものを是として受け取るのではなく、市民自らが調

査や分析に直接関与し、結論を導き出す。それは、一次資料から自ら考え、学び、何らか

のかたちを得ようとする社会教育のあり方と符合する。調査という行為が結果的に大人の

学びに繋がるのであれば、文化負保護行政と社会教育行政との新たな可能性を拓くことに

なるはずである。 

本論文は、こうした発掘調査を含めたフィールドワークが、学術的な成果を生み出すと

ともに、そこに関与する人々の学びへとつながる可能性に注目したい。そして、このフィ

ールドワークの特性に注目することで、フィールドワークを前提として成立している文化

負保護行政と社会を創る学びとしての社会教育行政との関係を問い直すことにしたい。 

 ところで、今日、社会教育から生涯学習へという用語の転換が为流となっているが、あ

えて本研究では社会教育という言葉を用いる。その理由は、社会教育法において、国及び

地方公共団体が、「すべての国民があらゆる機会、あらゆる場所を使用して」、「自ら実際生

活に即する文化的教養を高める」（第 3条）ための環境づくりに努めることが明記されてい

ることにある。教育と社会の関係を中心に本論文は注目することから、個人の学びと成長

を想起させる生涯学習よりは、社会教育という用語のほうが、筆者が論じたい内容に近い

と言える。 

 一方で、人々の学びが社会を創造するという社会教育的観点から文化負保護行政を問い

直すにあたって、今日における首長部局を中心とした文化政策との関係にもここで触れて

おきたい。たとえば、2001年の文化振興基本法は、文化芸術の振興にあたって、「多様な文

化芸術の保護及び発展」（第 2条第 5項）を図ることが盛り込まれ、そのために基本的施策

として、文化負等の保存及び活用が明記されている。ここでは、教育行政にとどまらず、

文化負の保存・活用の充実は、民間の非営利活動や文化ボランティアによる活動の重要性
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が広く認知されてきた社会的背景が影響している。そして、文化的な遺産の保護とともに、

地域経済の活性化や文化的なアイデンティティの拠り所として人々から期待され、文化負

の持つ社会的意義が見直されつつある。 

 こうした現在の状況は、社会において文化負のもつ多面的な価値を引き出す上で歓迎す

べき状況だと筆者も考えている。しかし、その一方で、基礎自治体を中心に、社会教育行

政と密接な関係に置かれてきた文化負保護行政のあり方を考えるならば、あえてその教育

行政としての文化負保護行政と社会の関わり方に焦点を当ててみたいと思う。これまでも

社会教育的な観点から埋蔵文化負保護行政の方向性を問い直す研究が重ねられてきたが、

どちらかといえば、市民参加型の発掘調査史の中で、埋蔵文化負保護行政の問題点を指摘

する側面が強い。そこに関わる市民の実像や個々人に対する教育的な効果、調査・研究が

もたらす文化的な影響にまで踏み込んで、詳細な検証が行なわれて来たとは言い難い11。そ

こで、発掘調査のようなフィールドワークに関係した個々人のあり方に対するミクロな分

析と地域文化全体に対するマクロな分析によって議論を進めていくことになる。 

 しかしながら、本研究は社会教育論ではない。人々の学びが新たな社会の創造につなが

るような、システムの構築や人々の行動や意識が変化するのであれば、それは最終的に文

化の問題として捉えかえす必要がある。文化と社会の多様な関係を研究し、現在と未来に

向けてよりよい社会の実現を求める学問領域として文化資源学がある。本論文はこの文化

資源学の観点から文化負保護行政と社会の望ましい関係を問い直すことを目的とする。 

 そして、本研究が分析対象とするのは、フィールドワークの中でも発掘調査という手段

が持っている社会教育的意味である。開発行為前における遺跡の保存処理作業としての発

掘調査ではなく、新たな地域文化の創造の場としての発掘調査の可能性を過去の事例から

考察してみたい。それゆえに、現状の文化負保護行政や社会教育行政そのものを分析対象

とはしない。こうした枞組みの外側で繰り広げられてきた発掘調査に目を向けることで、

文化負保護行政や社会教育行政の問題点を抽出し、望ましい将来像を考えていくことにな

る。 

 

第 4節 行政発掘の現状と市民参加の問題点 

 社会教育的な意義を文化負保護行政に求めようとする際の問題は、文化負保護行政の成

果を社会に還元するシステムが機能し難いことにある。ここで改めて、その問題点を整理

してみたい。 

 そもそも発掘調査という場を中心とするステークホルダーの広がりの範囲はどこまでな

のだろうか。先ずは、この点を整理してみたいと思う。発掘調査に関わるステークホルダ

ーの整理は、すでに 1960年代に佐藤暁が試みている。佐藤は、発掘調査に関わるステーク

ホルダーを「学者」、「大衆」、「郷土史家」の 3 者に分類し、それぞれの間で発生する問題

を取り上げている。先ず、「学者と大衆」の間では、発生する問題を取上げている。 

                                                   
11 後藤祥夫（1988）、38-45 
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最初に、「学者と大衆」の間では、「研究者は、町や村に出向いて考古学・歴史学・民俗

学の史料調査（採訪・発掘）をおこなっているが、この場合、一般大衆のもっているもの

やその土地にあるものの調査結果は、その所有者である大衆に伝えられることなく、殆ん

どが報告書となって中央（学界）に流れている」と佐藤は指摘する。そして、調査対象地

に対して、調査の成果が還元されない現実を批判する。 

 「郷土史家と大衆」の間では、次のような問題点を佐藤は指摘する。「郷土史家」と呼ば

れる人々は、地域社会の文化的発展に財献する人々が存在する一方で、「調査者が来たとき

は案内をし、その知れるものを提供し、調査者からは話を聞いて多くを学ぶが、一般大衆

に伝えることを忘れている」のだと佐藤は言う。そのために、「大衆」から見た「郷土史家」

の姿は、「あれは好きでしているのだ」「金と暇にまかせて遊んでいるのだ」「われわれの生

活に関係ないのだ」といった冷たい視線にさらされる。同じ地域に暮らしながら、両者の

関係は乖離している場合が尐なくない。 

 また、「学者と郷土史家」の間では、佐藤は、「郷土史家が長い年月の間、足で歩いて汗

と努力によって、大衆から聞き込み、発見した資料を、提供された学者の側としては、ど

のような態度で受け取っているのであろうか」と疑問を呈し、「むしろ「当然として」その

資料提供を受けているのではあるまいか」と指摘する。この両者の問題は、資料の提供だ

けでなく、郷土史家を学会活動に参加させることに学者の側が積極的でないとする。たと

えば、「岩宿遺跡を発見し旧石器文化の研究の動機を作った研究者が、其後の研究成果を発

表しているにもかかわらず考古学研究会の会員ではない」といった現象は、このことを示

していた。つまり、郷土史家は遺跡の情報や遺物を提供する側であっても、研究者コミュ

ニティの中に受け入れられないという現実があった。 

 以上の 3 者の関係は、現在の発掘調査を巡るステークホルダー間の問題とも共通してい

る。「大衆」は市民、「郷土史家」はそのまま郷土史家、あるいはアマチュア研究者、「学者」

は職業的研究者になぞらえることができる。ただし、今日と状況が大きく異なっているの

が、この中に埋蔵文化負行政職員が含まれていないことである。そしてそれは、単にステ

ークホルダーの数が違うということではなく、地方自治としての発掘調査や文化負保護と

いう新たな課題が含まれていないことを示している。それを象徴しているのが、佐藤がこ

の 3 者の間の解決策として提示したのが、公民館活動だったということである。社会教育

法の制定の流れを受けながら、公民館を起点とする社会教育という観点から新たな地域の

文化負保護や発掘調査の意義を佐藤は提示している。しかし、佐藤の予想に反して、現実

的には、新たな埋蔵文化負保護行政の確立は、問題の解決に向かうのではなく、むしろ別

の次元での新たな問題を生み出してしまうのである。 

 たとえば、埋蔵文化負行政の担当職員の視点からステークホルダー間の問題を整理する

と、職業的研究者との間では、埋蔵文化負の発掘調査によって得られた成果を提供する立

場にはあっても、そこから学術的な成果を生み出す立場への移行はほとんどない。そもそ

も行政発掘はあくまで記録保存のための発掘調査であり、そこから学術的な成果を生み出
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しがたいという発掘調査の性格にも起因している。この関係は、佐藤が指摘した「学者と

郷土史家」とも共通している。 

 また、アマチュア研究者との関係においても、必ずしも有機的な関係が構築されてきた

とは言い難い。アマチュア研究者の研究成果の一部は、埋蔵文化負行政の中でも参照枞と

して尊重される反面、埋蔵文化負行政の担当者が直接的にアマチュア研究者との共同的調

査・研究を行なう事例は今日ほとんど見られない。雈子山遺跡の市民参加による発掘調査

が金井塚良一を中心とする台地研究会を介して実現したように、1970 年代頃までは部分的

に埋蔵文化負行政や自治体史編纂においてアマチュア研究者が活躍できる場が残されてい

た。しかし、埋蔵文化負行政体制の整備に伴って、こうした人々が直接埋蔵文化負行政に

関与できる道は閉ざされていく。 

 そして、これまでも指摘したように、市民との関係においても、埋蔵文化負行政は必ず

しも良好な関係を構築できていない。後に詳しく述べるように、行政発掘のシステム上の

問題や特定の専門性以外を排除する傾向があり、市民が今日の埋蔵文化負行政に直接関与

することは困難である。さらに、地域社会全体に対しても自らが発掘調査で得た知見を展

示等で披露することはあっても、それが自治体政策としてどのような意味を持つのかとい

う点について省みられることはない。そこでは、教示あるいは啓蒙する側と、教導される

側という単純化・固定化された関係しか存在しない。結果的に、自治体が市民を正しく導

くための社会教育ではあり得ても、市民自らが为体となって学習しながら地域社会に目を

向けようとする社会教育としての埋蔵文化負行政は存在していないのである。 

 さらに、もう一歩議論を進めて、直接的に発掘調査という場に関わりを持たない人々に

とって、発掘調査はどのような意味を持つのだろうかという点を考えてみたい。市民とは、

実際には遺跡や発掘調査に対する関心の有無は別として、積極的あるいは直接的な関係を

持っていない人々が大部分である。むしろ、発掘調査に興味や関心がある人々自体、社会

の中では尐数派であろう。遺跡の保護や発掘調査に直接的に関与する人々の間で、学習や

＜知＞の共有が可能となったとしても、それはせいぜい社会の中の一握りの人々同士の問

題に過ぎない。だが、直接関わりを持たない人々にとっても、遺跡の保護や発掘調査が何

らかの意味を持つとすれば、その中に埋蔵文化負保護行政の社会教育的意義を汲み取るこ

とができるのではないだろうか。佐藤暁をはじめ、発掘調査に関わるステークホルダーの

整理作業で欠けていたのは、こうした社会の大部分を構成する人々の姿である。本研究で

論じる市民参加型の発掘調査が、学術的な＜知＞の創出や記録保存ではなく、最終的に地

域文化を創る場としての可能性を持つのであれば、これまでの研究が視野の外側において

きた人々の姿まで射程に入れる必要がある。 

 このように、発掘調査を巡るステークホルダーは、＜知＞の創出や共有の過程で問題を

抱えている。それとともに、直接遺跡の保護や発掘調査には関わりを持たない人々にとっ

て、どのような意義があるのかは必ずしも明らかにされてきたとは言えない。特に、佐藤

暁が論じていない、埋蔵文化負行政を巡る課題について、ここで改めて次の 3 点に分類し
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て整理を試みたい。第一に、行政発掘のシステム上の問題がある。第二に、専門性の問題

がある。そして、第三に、調査成果の還元の問題がある。 

 これらの問題は、同時に解決策を見出すことができるならば、発掘調査という場が持つ

社会教育的意義を導き出すことができるはずである。自己の成長の場であるとともに、そ

れが社会の新たな可能性を切り拓く手段のひとつが、発掘調査という場であるならば、そ

れを阻害している今日的な要因を明確化することが必要となる。そこで、以下に 3 つの問

題について整理して議論を進めることにしよう。 

 

（１）行政発掘のシステム上の問題 

 記録保存を目的とした発掘調査は、次の手順で実施される。まず、開発行為を計画した

事業者は、開発予定区域における埋蔵文化負の所在状況を教育委員会の文化負保護担当部

局に対して照会・協議する。必要に応じて、教育委員会は分布調査や試掘調査を実施する

ことになる。調査の結果、埋蔵文化負を発見した場合には、あくまで現状保存が前提であ

るため、教育委員会は事業者に対して事業計画の変更によって埋蔵文化負の保存ができな

いか等の協議を行なう。その結果、事業計画が変更できず、埋蔵文化負の破壊が免れない

場合、本発掘調査を実施する。 

 このような流れで実施される行政発掘は、一部の学術調査を除けば、開発行為を前提と

している。また、調査費については、開発行為を実施しようとする为体が貟担する「原因

者貟担」方式が原則である。このため、地方自治体は、常に開発スケジュールを意識した

短い期間で、かつ限られた調査費用の範囲で発掘調査を進めることになる。そのために、

記録保存を目的とした発掘調査には、効率性や迅速性が第一に求められ、そこで得られた

成果が教育行政という枞組みにおいて、どのようにして地域社会に還元されるべきかとい

った議論は後景化しがちである。 

 近年、日本だけでなく、欧米諸国においても文化負保護行政と地域社会の関係が問い直

されはじめているとはいえ、基本的に埋蔵文化負行政への市民の関与は難しい。たとえば、

英国ノーフォーク州セッジフォードで市民参加による発掘調査を行なっているニール・フ

ォークナー（Neil Faulkner）は、開発行為に伴う発掘調査の問題点について、①考古学者

のみが参加可能であり、考古学を愛好する市民が参加できない、②発掘調査は調査方法の

選択、遺構の検出、遺物の解釈などの過程を繰り返し行う作業であるべきだが、開発事業

に伴う発掘調査の場合、作業がルーチンワーク化しやすい傾向にある、③絶対的な作業時

間が定められ、時間をかけて遺物や遺構を分析するような環境を作り出しえない、とまと

めている。 

 こうした開発事業に伴う発掘調査の問題を批判的に捉える一方で、フォークナーは、セ

ッジフォードにおける発掘調査を実践している。この発掘調査では、地域の人々が週末や

休日を利用しながら、自前の道具を持って参加する。参加者は、考古学者のアドバイスを

受けながら、大勢で議論し、時間をかけて発掘調査を実施している。また、遺跡地の土地
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所有者の全面的な協力でこの発掘調査が可能となっていること、そして、毎期 10％の地元

の人々がこの発掘調査に参加していることが、特色となっている12。 

 フォークナーの指摘は、開発事業に伴う発掘調査において、考古学者以外の人々の直接

的な関与がいかに難しいのかを端的に示している。そして、開発事業に伴う発掘調査とは

別に、市民の参加による発掘調査を立ち上げることで、遺跡と地域社会の関係を問い直し

ている。 

 結論から言えば、日本においても開発事業に伴う発掘調査それ自体に社会教育的意義を

求め、市民の直接的な関わりを期待することは困難と言わざるを得ない。人類が常に開発

によって、それまでの環境を改変することで、生活基盤を構築してきたことを考えるなら

ば、開発事業か、埋蔵文化負保護か、といった課題はこれからも無くなることはない。そ

れゆえに、記録保存を目的とした発掘調査は、今後も必要であることに変わりは無く、市

民参加型発掘調査とは対極にある効率性や迅速性を追求することになる。ここで重要なの

は、行政発掘そのものの在り方を変えるのではなく、それとは別に、社会教育的な目的に

沿った発掘調査の在り方を模索することである。セッジフォードでの発掘調査は、開発事

業に伴う発掘調査とは別次元のものとして立ち上げられていることに注意を払う必要があ

る。 

 しかしながら、このような二元的な発掘調査を存立させることも問題が無いわけではな

い。たとえば、1964年以降、名古屋市見晴台遺跡では、「市民発掘」として市民の直接的な

参加によって発掘調査を実施してきた。全国的にも記録保存のための発掘調査件数が増え

る 1970年代からは、名古屋市教育委員会が、この市民発掘と記録保存のための発掘調査を

並行して実施してきている。一方で、記録保存の名のもとに遺跡が破壊されているのとは

対照的に、見晴台遺跡の発掘調査のみが社会教育、生涯学習の場として利用されてきてい

る。見晴台遺跡のみが特別扱いされる状況は、見晴台遺跡の「ショーウインド化」として

揶揄されるようになっている13。開発事業に伴う行政発掘と社会教育的な目的を伴った市民

参加型発掘調査との対照性は、見晴台遺跡の場合、名古屋市教育委員会という同一の事業

为体が実施することで、より際立っている。 

 見晴台遺跡の「ショウーウインド化」の問題から見えてくるのは、社会教育的な目的を

持った発掘調査は、必ず地方自治体が事業为体であるべきかという疑問を抱かざるを得な

い。だとすれば、発掘調査の事業为体を地方自治体以外に求めることで、より幅広い視野

から発掘調査の持つ社会的役割を模索する必要がある。そして、改めて文化負保護行政の

                                                   
12 松田陽・岡村勝行（2005）「パブリック考古学の最前線（１）パブリック考古学の成立と

英国」『考古学研究』52巻 1号 100-103  考古学研究会 
13 桜井隆司 山田鉱一（1984）「市民参加の発掘 20年－見晴台遺跡の活用」『月刊社会教育』

28巻 8号 30-35。なお、市民参加の発掘調査が、社会教育系雑誌に掲載されていることは、

本研究の関心に照らし合わせると、興味深い。市民の直接的な発掘調査への参加が、文化

負の保護という枞組みだけでなく、社会教育という観点から問い直される意義をここで改

めて確認しておきたい。 
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役割を振りかえることになるに違いない。 

 

（２）専門性という障壁 

 埋蔵文化負行政が蓄積した成果を地域社会に還元する際に、常に問題になってきたのは、

素人である市民には、資料の取扱いについての知識や成果に対する理解が不足していると

いうものだった。記録保存のための行政発掘に市民の参加がシステム上、実現が難しいと

同時に、遺構や遺物の扱いに不慣れな人々を直接発掘調査に参加させるべきでないという

立場も市民の参加を妨げている。 

後藤祥夫は、「特権的な研究者であるかのような文化負担当職員や遺跡調査員が多くいる」

のもまた事実であり、「彼らの多くは住民参加の発掘に批判的である。「素人の参加は調査

の精度を落とす」というのがその理由である」とする。しかし、素人である市民を発掘調

査から遠ざける方便としての専門性の内実は、「実に滑稽」だと批判する。 

 

   調査の組織の为体は大学で考古学を専攻する学生や OB という場合が多い。各地で

数々の経験を積んだ人々もかなりいるわけだが、素人を締め出したはずの組織のなか

にそれこそ昨日大学に入ったばかりの未経験者が結構含まれているのである。もはや

「精度を保つ」は建前に過ぎず、そこにはきわめて閉鎖的な学閥为義や師弟関係が存

在するのみである14。 

 

 発掘調査における市民の参加が研究者や地方自治体に倦厭される理由として、市民の専

門性の欠如が挙げられることは、一見とすると合理的な説明として受けとめられる。しか

し、大学等の学術発掘や記録保存のための行政発掘において、専門性を担保することで生

み出されるはずの調査精度は、比較的調査参加者に対する教育・学習システムが確立され

ている市民参加による発掘調査とさほど変わらない。むしろ、調査・研究に必要な知識や

技術を段階的に市民が身に付けていくような体制をとっている調査組織では、実質的に学

生为体の学術発掘よりも調査・研究の水準が高い。後藤も指摘するように、専門性の担保

を建前とした素人である市民の参加が学術発掘や行政発掘で拒まれる背景には、調査者に

よる調査資料や研究成果の囲い込みや出身大学系列間の派閥争いなど、まったく別次元の

要因が存在することが尐なくない。 

 すでに 1980年代までの社会教育行政の問題とも関連することを指摘したが、特に埋蔵文

化負行政に限れば、担当職員の立場に対する職員自身の意識と組織上の位置づけにズレが

存在することが多い。その理由は、考古学出身者が大部分をしめる埋蔵文化負行政の担当

職員の中には、業務が考古学研究の延長線上に位置していると捉えている者が尐なくない

ことにある。もちろん、業務を遂行する上で必要な考古学上の知識や技術を吸収する必要

はある。しかし、研究職として自治体職員となっている場合を除き、埋蔵文化負行政担当

                                                   
14 後藤祥夫（1988） 
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職員の多くは、一般事務吏員として採用されている。配属先の文化負保護行政が教育委員

会に位置づけられていれば、教育委員会の一職員にすぎない。 

それにもかかわらず、自らを「行政内研究者」と称するような埋蔵文化負行政の担当職

員が生まれ、研究者としての立場で埋蔵文化負行政に向き合う職員が尐なからず存在する。

そのために、埋蔵文化負行政が調査によって生み出してきた成果は、地域社会の中に還元

されず、発掘調査に直接専門性を持たないとされる市民が関与できない仕組みができ上が

ってしまっている。 

自治体職員として住民の福祉の向上に寄与しようとする視点で、文化負保護行政を捉え

るならば、研究者目線の専門性に基づいた学術調査・研究の場からの市民の排除ではなく、

学術水準の確保や文化負の保護を行いながら、地域社会にその成果を還元する必要がある。

その還元の方法の一つが、社会教育という枞組みである。どのような仕事であれ、そこに

携わる人々には高い専門性を求められるが、問題はその専門性の中身である。埋蔵文化負

行政がそこに関わる職員や市民に対して求めるのは、考古学の専門家や考古学者になろう

とする人ではなく、地域社会と向き合い、それをより深く知ろうとする人々の姿であり、

それをサポートする人々の姿である。言い換えれば、考古学としての専門性ではなく、文

化負保護行政や社会教育行政としての専門性が、埋蔵文化負行政に求められているといえ

よう。 

 

（３）調査成果を還元する上での問題 

 すでに述べたように、埋蔵文化負行政において、記録保存のための発掘調査は性質上、

市民の直接的な参加が困難である。また、担当職員が研究活動に重きを置き、行政職員と

しての役割を意識していない場合も、埋蔵文化負行政が発掘調査の成果を地域社会に還元

しがたい状況を生み出している。 

 しかし、発掘調査報告書や博物館の展示で発掘調査の成果を地域社会に還元することが

できれば、文化負保護行政は、文化負保護の「行政」として一定の役割を果したことにな

るはずである。だが、この点についても課題を抱えている。それは、調査という行為全体

の問題にもかかわる問題であるが、調査者の判断や評価によって調査の成果もまた左右さ

れることに起因している。 

 記録保存のための発掘調査報告書は、記録として遺跡の情報を保護し、未来に向かって

継承する媒体である。そのために、建前上は発掘されたありのままの状態がそこには記載

されるのであるが、遺構や遺物を選別して、解釈・記述し、結論を導き出すのは、報告書

の執筆者である。執筆者の解釈や判断が、報告書の内容を規定しているのである。完全な

る客観的な報告書はありえず、執筆者の为観が報告書の作成には重要な意味を持つ。 

 この発掘調査報告書の危ういところは、報告書として世の中に公開されるものの、その

プロセスは、査読付き学術論文などと異なり、調査者関係者や報告書執筆者以外のチェッ

クを受けることなく刊行されることである。そして、そこで示された報告書の執筆者の判
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断や解釈は、純然たる事実として社会に受けとめられることになる。 

さらに問題なのは、こうした報告書として地方自治体が公開した発掘調査の成果を批判

的に地域の人々が検証する機会が限定されていることである。発掘調査報告書とはいえ、

地方自治体の刊行物である以上、その内容が市民から問われるべきものである。しかし、

発掘調査報告書という性質上、それを読み解くためには読み手に必要な知識や解釈のため

のノウハウが求められる。仮にその内容を読み手である市民が理解できたとしても、その

解釈や判断に異なる視点から再解釈したり、批判的に検証したりすることは、資料の制約

上難しい。もし、発掘調査報告書の内容に市民の解釈や判断を取り入れるのであれば、調

査から分析、検証、解釈、結論の創出といった一連のプロセスの中に市民の参加を組み入

れる必要がある。 

このように筆者が考える理由は、こうした発掘調査報告書の成果は、集積され、ひとつ

の物語として編纂されることで、地域史（誌）となり得るものだからである。誰が地域の

歴史を描き、文化や自然を評価するのかという問いは、決して一部の行政職員や研究者に

委ねられるべきではない。地域の歴史を描き、文化や自然環境を評価し、守るのは、たと

え自治体や研究者の支援を受けることがあっても、最終的にはそこに生きる市民である。

発掘調査報告書が執筆者の見解に左右され、それに対する異を唱えることが市民にとって

難しいのであれば、市民自身がその執筆者の一人になり、地域史（誌）の变述者になるこ

ともまた一つの選択肢である。発掘調査に市民の参加が必要だと筆者が考える理由はここ

にある。そして、1970 年代に東松山市史編纂事業の一環として、市民参加により雈子山遺

跡の発掘が社会教育的な意義をもって実施され、報告書としてその成果がまとめられたこ

とは、発掘調査を通じて市民が文化の担い手になり得る可能性を示唆している。 

発掘調査報告書と同様に、博物館等における展示もまた、発掘調査の成果を地域に還元

するための手段の一つである。展示という行為もまた展示する側の意思を巧みに反映させ

たものである。発掘調査報告書にも言えることであるが、発掘調査自体が調査者の解釈や

判断の中で行われ、更に展示という場で何をどのように解釈し、展示するのかという展示

する側の意図が介在することで、二重の解釈や判断というフィルターにかけられている。 

良心的に、分かりやすく市民に対して、発掘調査によって得られた成果を展示すること

が、社会教育的な意味を持っていると捉えている人々は尐なくない。しかし、そこに市民

の立場からの批判や解釈を受けとめる余地は無く、展示する自治体側とそれを見る来館者

（市民）という固定的関係のみが存在する。展示という行為を通じて、自治体側が持つ知

識や情報を市民に啓蒙・普及するというモデルは、すでに社会教育行政に対する批判の中

で展開されてきた。だが、いまだこうした社会教育システムは、尐なくとも文化負保護行

政の中に存在し、自治体が市民に知識を教授することに終始する。 

この定型化された図式から逃れられないのは、調査・分析し、そこから科学的な＜知＞

を導き出し、報告書にまとめたり、展示したりする为体として市民が位置づけられること

がないからである。この発掘調査の为体の転換ができない理由は、すでに述べたように、
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埋蔵文化負行政の調査システムや職員の意識の問題にある。発掘調査に社会教育的意義を

持たせるためには、市民を単なる作業従事者にするのではなく、＜知＞を生み出すための

中心メンバーとして位置づけるシステムが欠かせない。 

 

 ここまで述べてきたように、埋蔵文化負行政が地域社会にその成果を還元する方法の一

つとして、調査者として市民の参加を促すことを挙げることができる。そのためには、現

在の記録保存のための行政発掘とは別建てで、社会教育的な目的を持った発掘調査を社会

の中に設けることが現実的である。そして、そこに参加する市民とは、考古学者でもなけ

れば、考古学者の卵でもない。地域社会に暮らす人々である。それゆえに、発掘調査にあ

たっては、市民の考古学的な専門性の有無を問うのではなく、必要な知識や技術は調査者

の間で共有しつつも、むしろ市民一人一人の専門性や独自の視点を尊重し、積極的に発掘

調査の場へ組み込むことが求められる。それは、専門性という壁を作り、その壁の内側の

人と外側の人とを隔ててしまう大部分の発掘調査の閉鎖性と対極に位置する。広義の学際

的調査・研究をここに想定したいと筆者は考える。 

学際性というと、すでに完成されたディシプリン間の融合を多くの人が思い浮かべるだ

ろう。しかし、ここではより広い概念としての学際性を念頭に置いて議論を進めたいと考

える。既存のディシプリンでは捉えきれない＜知＞、もしくは学術としての体裁が整えら

れていない、学術的＜知＞とは呼べない＜知＞までを射程に入れた上で、そうした様々な

レベルの＜知＞が発掘調査という一つの場で重なり合うことによって生み出される新たな

＜知＞の生成プロセスを本研究では注目することにしたい。 

さらに、発掘調査によって生み出された＜知＞は、参加した研究者や自治体職員、市民

という狭い枞の中で共有されるのではなく、社会に対して発信し、そこに刺激を受けた新

たな＜知＞を創発する原動力となることが社会から期待される。だからこそ、発掘調査報

告書の作成や博物館等の展示にまで、様々な年齢や経験を持った市民の直接的・間接的な

関わりが求められるのである。 

 発掘調査という場は、そこに参加する人々の成長を促す場となりうるだけでなく、たが

いの経験や知識を持ちより、それぞれの視点から調査・研究することで、新たな研究領域

を切り拓く可能性を持っている。その意味で、自己の成長と社会の発展という両義性を持

った社会教育的意義が、発掘調査という場には存在する。こうした発掘調査という場の両

義性を今日の文化負保護行政の中にいかに位置づけていくのかという問いを実際の市民参

加による発掘調査を通じて考えてみたい。 

 

第 5節 分析の対象と視座 

（１）分析の対象 

野尻湖発掘の概要 

 本研究が分析の対象とするのは、長野県信濃町の野尻湖底およびその周辺において、1962
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年から現在まで継続実施されている「野尻湖発掘」である。野尻湖発掘の発端は、湖畔で

発見された化石がナウマンゾウの臼歯であることが明らかとなり、研究者の間でその存在

が知れ渡ったことにある。信州大学出身者の初等・中等教育の教員を中心に構成され、北

信地域の第四紀研究を行っていた豊野層団体研究グループは、この化石の包含層を発掘調

査によって確認することを計画した。これに加えて、旧石器時代の遺跡と大型哺乳類化石

の産出層との関係にも考古学研究者からの関心を集め、地質学および考古学の研究者が参

加して、1962年 3月に最初の調査が実施された。 

 この発掘調査の特徴は、その当初から子供から大人まで、特定の専門分野に限定される

ことなく、誰もが自由意思で参加できるという形態をとってきたことにある。参加者は、

調査費用を貟担し、運営のすべてを参加者自身が役割を分担して運営している。 

 1962年の第 1次発掘の参加者は、70名であった。その後、回を重ねるごとに参加者は増

えていった。1965年の第 4次発掘では 383名にまで増加している。8年間の休止期間を経

て再開された、1973 年の第 5 次発掘では、1,107 名が参加し、1975 年の第 6 次発掘では

3,652名が野尻湖発掘に関わった。しかし、その後、この第 6次発掘をピークとして、参加

者は漸減してきている。 

 野尻湖発掘の運営は、大きく分けて、「野尻湖友の会」と「専門別グループ」の 2つが支

えている。野尻湖友の会は、全国各地に拠点を置き、その地域の調査・研究活動と野尻湖

発掘への準備組織となっている。専門別グループは、学問領域ごとの調査・研究組織であ

り、発掘調査だけでなく、調査後の資料整理や分類・分析、報告書の執筆等を担っている。

このような人々の参加の窓口であると共に、調査・研究の柱となる組織のほか、野尻湖発

掘では発掘調査期間中の運営を支える組織が設けられている。たとえば、湖底からの湧水

を処理する「排水係」や休憩中のおやつを提供する「おやつ係」、メディアの取材に応える

「渉外係」など、細分化された役割を参加者が担うことで、野尻湖発掘は運営されている。

そして、基本的に自治体からの支援を受けていない。 

 このような野尻湖発掘では、独自の運営組織が整備され、希望すれば誰もが参加可能な

環境が整えられている。今日の埋蔵文化負行政による市民参加と異なり、準備作業を含め、

参加者がすべてを取り仕切ることになる。参加者の誰もが「お客さん」でないことがこの

発掘の参加要件なのである。こうした環境下で、新たな社会を創る学びが創られている野

尻湖発掘は、行政発掘とは全く異なるスタンスにある。それゆえに、発掘調査の社会教育

的な機能を考える上で野尻湖発掘は重要な位置を占めている。 

 この野尻湖発掘で繰り広げられる学びは、50 年間という長期間の中で、変化を遂げてき

ている。発掘調査によってナウマンゾウ臼歯化石の包含層を確認するという当初の目的は、

旧石器時代の人類と大型哺乳類の関わりや古環境の復元といった、より大きなテーマへと

変化していった。その間に、調査や分析の方法もまた変わってきている。それぞれの学問

領域での学習や調査・研究が、専門別グループの立ち上げによって整備されている。しか

し、それだけでは充分に分析対象の内容を明らかにすることはできない。そこで、多分野
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の研究領域の野尻湖発掘参加者が協同して共通の対象を分析している。このように、野尻

湖発掘は、社会教育的な観点で捉えると、個人の学びを通じて、特定の学問領域の＜知＞

を生み出す装置から複数の学問領域を横断する＜知＞を生み出す装置へと転換しているの

である。 

 

（２）分析の視座 

本研究における＜知＞について 

 何らかの実験や調査によって得られる知識や知見をここでは総称して＜知＞として表現

する。この＜知＞には、二つに大きく分かれる。ひとつは、学問的な積み重ねの上に成立

する科学的な知識や知見である。もうひとつは、感覚性に依拠し、日常生活の経験や先人

からの教え、広い意味においての独自の調査に基づく知識や知見である。レヴィ・ストロ

ースにならえば、前者は家畜化された思考であり、後者は野生の思考に近いものである15。

両者の性質の違いは知識生産の方法の違いによっている。科学的な知識や知見の生産は、

科学者集団を単位とするジャーナル共同体と呼ばれる専門誌の編集・投稿・査読活動を行

うコミュニティが担っている。ジャーナル共同体では、科学者の業績は専門誌に印刷され、

公刊されることで評価される。同時に科学的な知識や知見は、専門誌に掲載許諾されるこ

とでその正しさが保証される。また、科学者の育成は、この種の専門誌に掲載許諾される

論文を作成する教育からはじまる。そして、科学者の次の予算獲得と地位獲得は、为にジ

ャーナル共同体に掲載許可された論文の記された業績リストをもとに行われる16。科学的な

知識生産は、その手続きに高い厳格さや透明性が求められる。 

 一方の日常的な経験則に基づく知識やアマチュア研究者によって生み出された知識や知

見は、知識生産の手続きにおいてそれほど高い厳格さや透明性は求められない。だからと

言って、これらの知識や知見は、科学者が生産した知識や知見に比して内容が务ってはい

ない。むしろ、現実に即した知識や知見であり、問題解決にとって科学的な知識や知見よ

りも有効な場面もあり得る。そして、こうした職業的な研究者以外の人々－それを総称し

て市民とすれば－が経験則や独自の調査によって知識や知見を生み出すことは、たとえば

市民の科学技術政策への関与の問題ともつながる。また、科学的な知識や知見との対概念

としての生活知との議論とも重なる17。本研究では、これらの二つの知識や知見を総称した

概念として＜知＞という言葉を用いることにする。 

 学術発掘という場面において、過去の科学的な知識や知見は調査を進め、それに基づい

た新たな知識や知見を生み出すために不可欠なものである。だが、同時に感覚性に基づい

た知識や知見もまた、たとえ論文等の刊行物に表れなくとも、調査・研究を支えている。

                                                   
15 Levi-Strauss,C.:La pansee sauvage.1962,Plon.大橋保夫訳（1976）『野生の思考』みす

ず書房、325 
16 藤垣裕子（2003）『専門知と公共性 科学技術社会論の構築へ向けて』東京大学出版会、

17 
17 奈良由美子・伊勢田哲治（2009）『生活知と科学知』放送大学教育振興会 
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本研究では、特に市民参加型発掘調査において、調査や研究内容を多角的に検証し、研究

領域の幅を拡大する上で、「野生の」知識や知見がどのような意味を持っているのかを確認

していくことになる。 

 

集団における段階的な学び 

 野尻湖発掘を分析にするにあたって、そもそも社会教育における学びとその学びが社会

に対して与える意味とは何かという点を掘り下げて考えておきたい。個人の社会を創る学

びが、コミュニティ全体、あるいは地域社会全体にとっての学びや発展につながるという

北田耕也の議論に従えば、発掘調査を行なうコミュニティにとっても共同的な＜知＞を生

み出す社会教育的側面を確認することができるはずである。 

そこで、参照したいのは、特定の状況に埋め込まれた学習システムとして、レイヴとウ

ェンガーがまとめた「正統的周辺参加論」である18。レイヴとウェンガーは、リベリアの仕

立屋、アメリカ海軍の操舵手、肉加工職人、断酒中のアルコール中毒者といった異なる社

会における徒弟制度的な知識や技術の習得過程を認知科学と社会科学の両面から明らかに

している。 

たとえば、ユカタン半島の産婆見習いの尐女が、ベテラン産婆の手伝いをしながらも何

も教わることなく様々な使い走りをしながら、徐々に産婆術を身につけていくことを 2 人

は発見する。こうした伝統的な徒弟制度や近代的社会制度において、人々は見よう見まね

で実践を繰り返すうちに段階的に知識や技巧を身に付けていく。つまり、コミュニティの

周辺的な参加者が、次第にコミュニティの中心メンバーとして受け入れられていくプロセ

スが、正統的周辺参加論の入り口となっている。 

 レイヴとウェンガーが発見したことの一つは、特定のコミュニティへの帰属がそこに参

加する個人の学びを生み出すということにある。そして、もう一つ重要な発見は、こうし

た学びが明文化された知識や技術を教授する／教わるという関係を前提とするのではなく、

むしろ、熟練者の行動や何気ない言葉から学び手が为体的に読み解くことが前提となって

いることにある。 

 この正統的周辺参加論から発掘調査を考えてみたい。発掘調査は、土の掘り上げや湧水

の排水、図面作成、遺物のラベリングや梱包など、工程に応じた作業が必要となる。さら

に、掘り進める中で、地層の堆積状況や遺構同士の重なり合いなどをそれまでの経験則と

照らし合わせつつ、調査者間で議論を重ねていく必要がある。このために、発掘調査は、

必然的に多くの人々の協力関係の上に成り立っている。さらに、発掘調査によって得られ

た資料や情報を室内作業において整理・分類し、報告書の作成やさらにそれまでの調査成

果や議論を参照しつつ、論文の作成が行われていくのである。 

                                                   
18 Lave, J. and Wenger, E.: Situated Learning.1991. Legitimate Peripheral 

Participation, Cambridge University Press.佐伯胖訳（1993）『状況に埋め込まれた学習－

正統的周辺参加』産業図書 
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 こうした発掘調査の工程に応じた、難易度の異なる作業を段階的に、そして共同的に行

なうことを通じて、熟練者から新規参加者へと知識や技術が伝えられていく。特にここで

伝達される知識や技術の中で重要なのは、記述言語や科学的な言語とは違った、身体や比

喩表現によってのみ伝えられる知識や技術である。たとえば、発掘調査において“土が見

える”ということは、調査者が身に付ける重要な技術のひとつである。この比喩的な表現

は、土層が解釈でき、そこに現れる遺構が見いだせることを意味する。黒色の地層の中に、

同色に近い覆土を持つ遺構を見出すようになるには、それまでの経験と共に、熟練者の仕

事を見て学ぶことが重要な鍵となる。暗黙知的な知識や技術は、こうして特定のコミュニ

ティに帰属し、他者との交流の中で推論活動を通じて読み解きながら、自らの知識や技術

を磨いていくことになる。一見すると、学術調査・研究は、記述言語や科学言語だけで成

り立っていると私たちは考えがちであるが、実際には、こうした暗黙知の集積や伝達を繰

り返しながら、成立しているのである。 

 発掘調査という場が、学術行為であると同時に、教育的機能を持つと筆者が考えている

理由は、まさにこのコミュニティに帰属する人々の相互作用にあると言える。筆者がこれ

まで为に経験してきたのは、先輩職員やアルバイトとして雇用されている人々との関係の

上に成り立っている行政発掘である。これまでも指摘したように、破壊される遺跡を記録

として遺すことが目的であり、学術的な＜知＞を形成する場ではない。仕事であるという

範囲においては、リベリアの仕立屋、アメリカ海軍の操舵手、肉加工職人、ユカタン半島

の産婆見習いも基本的には同じである。しかし、本研究が検証するのは、職業集団として

の学習コミュニティではない。埋蔵文化負行政における発掘調査の社会教育的意義を考え

るためには、そのさらに一歩先を検証する必要がある。発掘調査が参加者に学びの場を提

供するとともに、それが学術的な＜知＞を生み出すプロセスを解明することが求められる

のである。野尻湖発掘を分析する理由の一つがここにある。 

 

集団的な学びや研究と地域文化 

 そして、野尻湖発掘を分析対象として考えたいもう一つの理由は、発掘調査という共同

の学びの場と＜知＞の生成の場が、遺跡地の地域社会にとってどのような意味を持つのか

という点にある。発掘調査の社会的な意義を考える上で、対象となる遺跡地との関係を切

り離して考えることはできない。これまで、「調査地被害」として、調査者が資料を調査地

から持ち去ってしまい、そこから生まれ得る＜知＞が遺跡地の人々との間で共有されない

問題は、調査者が遺跡地の人々をなおざりにしてきた結果、生まれたものである。 

 もちろん、ここでは遺跡地の人々とはどの範囲までを示すのかということが問題になる。

野尻湖発掘では、野尻湖が立地する信濃町内の児童・生徒が発掘調査に参加することはあ

っても、信濃町内の住民が直接参加することは尐ないといわれる。このことは、決して彼

ら・彼女らが野尻湖発掘やその成果に関心がなく、期待を寄せていないのではない。むし

ろ実際にはその逆である。彼ら・彼女らの関心の内容や期待の度合いは、当然野尻湖発掘
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に直接参加する人々とは異なるが、一方でその存在が野尻湖発掘の継続を支えて来た。こ

うした現在では当たり前になっている現在の風景は、野尻湖発掘の歴史の中で培われてき

た地域文化である。 

 そこで本研究では、遺跡地の人々とは、野尻湖が立地する信濃町の住民を基本的に指す

ことにしたい。そして、発掘調査が地域社会に存在することで、遺跡地の人々の行動や意

識の変化の中に新たな地域文化を見出すことにしたいと考える。文化負保護法には、文化

負の保護と活用をもって、国民の文化的発展に寄与すべきことが盛り込まれているように、

文化負保護行政上も発掘調査によって得られた成果は、尐なくとも地域文化の発展に財献

することが求められる。埋蔵文化負行政の社会教育的側面を検証するに当たっては、発掘

調査が新たな地域文化の創出にどの様に関わることができるのかという点を考えてみたい。 

 

第 6節 本論文の全体像 

 本論文は以上のような、文化負保護行政の社会教育的意義を文化資源学的な視点から問

い直すことを目的とする。具体的には自由意思に基づいて誰もが参加し得る野尻湖発掘の

事例分析を通じて、発掘調査というフィールドワークの意義を考察している。第Ⅰ章では、

序章での問題意識を踏まえつつ、直接的に誰もが参加可能な発掘調査が 1970年代までは各

地で試みられていたにもかかわらず、その大部分が消失していった背景を探っている。第

Ⅱ章では、各地の市民参加による発掘調査が消失していくのとは対照的に、現在まで存続

している市民参加型のフィールドワークの源泉について詳述している。具体的には野尻湖

発掘につながっていく、地学団体研究会（地団研）のフィールドワークについてである。

第Ⅲ章では、地団研のフィールドワークの系譜とは異なる、もう一つの野尻湖発掘へとつ

ながる系譜について述べている。具体的には信濃教育会や信濃博物学会のような、近代以

降の長野県におけるローカルなフィールドワーク史について論じている。これに続く第Ⅳ

章では、第Ⅱ章で示した科学運動の系譜と第Ⅲ章で示した非アカデミックなフィールドワ

ークの系譜とが重なり合って開始された野尻湖発掘の初期から、今日までの状況を分析し

ている。第Ⅴ章では、野尻湖発掘の成果を収蔵・展示し、教育や研究の場として設立され

た野尻湖博物館（現野尻湖ナウマンゾウ博物館）を取り上げている。野尻湖博物館の設立

過程で、野尻湖発掘や野尻湖博物館は、それまで直接的・積極的な関わりを持たなかった

遺跡地の人々を巻き込み、これらの人々が野尻湖発掘や野尻湖博物館を支える土壌が形成

されていった。終章では、（１）行政発掘のシステム上の問題 、（２）専門性という障壁、

（３）調査成果を還元する上での問題について、野尻湖発掘分析の知見とを照合させなが

ら論じている。そこから市民参加型フィールドワークにおける専門家の役割や人的なつな

がりが持つ意義について考察している。 
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論文の内容の要旨 

 

論文題目 市民参加型調査・収集・展示の文化資源学的考察 

     －野尻湖発掘を事例として－ 

 

氏  名  土屋 正臣 

 

 本論文は、長野県信濃町の野尻湖における市民参加型発掘調査の事例分析を通じて、発

掘調査の持つ社会教育的な意義の検証を行い、教育行政としての埋蔵文化負行政の望まし

い方向性を提示することを目的とする。 

序章では、筆者自身の経験をふまえた問題意識を基礎として、今日の埋蔵文化負行政の

課題を取り上げる。文化負保護行政、埋蔵文化負行政は、法制度上、組織上において教育

行政を構成している。そのため教育行政の観点から埋蔵文化負行政は、執り行われるべき

ものである。しかし、この行政発掘は遺跡を「処理」することが中心になっており、その

システム上、市民が直接関与することは難しい。同時に、行政が市民を「オシエソダテル」

教導型の社会教育システムに基づいていることから、埋蔵文化負行政は、人々の为体的・

能動的な学びが社会を創るような、今日的な社会教育や生涯学習の場を創出しえていない。

その要因として、(1)行政システム上の発掘調査の問題、(2)専門性という障壁、(3)調査成果

を還元する上での問題、の 3つの問題が存在していることを示した。 

 第Ⅰ章では、序章での問題意識を踏まえつつ、直接的に誰もが参加可能な発掘調査の在

り方が、今日まで継続されず、1970 年代までに消失していった背景を探っている。その背

景には、経済発展に伴う開発事業の急速な増大とそれに対応するための記録保存を目的と

した発掘調査の一部を各地の大学の考古学研究会や在野研究者が下請けするようになった

ことにある。やがて、この発掘調査に携わってきた人々の一部は、埋蔵文化負行政の担い

手として文化負保護行政のシステムに組み込まれていく。この過程で市民参加型発掘調査

が成立し難くなっていった。 

もちろん、こうした外部からの圧力によって、考古学や地質学の専門家と市民の自由な

参加によって行われる発掘調査が減尐していったのは事実である。だが、同時に市民が自

由に参加し、学び、研究するためのシステムを多くの市民参加型発掘調査は、構築・発展

させることができなかった。これにより、専門家と市民による発掘調査の機会は失われて

いったのである。 

第Ⅱ章では、こうした市民参加型発掘調査が衰退する状況に対して、地学団体研究会（地

団研）が各地で立ち上げたフィールドワークについて述べている。このフィールドワーク

に参加した調査者は、職業的研究者だけで独占されてきた＜知＞を遺跡地に還元しようと

する思想を持ち続けてきた。それは「僻地方針」というスローガンに象徴されてきた。し

かし、当初、この運動方針は地団研内部で矛盾や対立を孕むものだったためにやがて頓挫

することになる。「僻地方針」が頓挫した要因の一つは、あくまで調査者が創出した＜知＞

を遺跡地の人々に教示するに過ぎなかったことにある。それは、専門家が市民を「オシエ

ソダテル」ような旧来型の社会教育像とも重なるものだった。この経験はやがて学びや＜

知＞を創出する为体とは誰で、それはいかなるシステムの中で成立しうるかという、野尻
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湖発掘における問いの基礎となっていった。 

 第Ⅲ章では、野尻湖発掘を成立させた、もう一つの系譜を検証している。この系譜は、

長野県を中心とするフィールドワーク史であった。近代の長野県では、教員の職能団体で

ある信濃教育会や信濃教育会のメンバーが中心となって結成された信濃博物学会において、

教員の自为的な研究活動とそれに伴う児童・生徒への実物教育が連動して行なわれていた。

また、信濃教育会をはじめとする、長野県内の教育会では、中央の研究者を招請し、フィ

ールドワークのノウハウや研究の手法を教員らが吸収していった。このことが、戦後に至

ってもアマチュア研究者によるローカルな＜知＞の形成に寄与することになった。そして

彼らが野尻湖発掘に参加することで、野尻湖発掘に非アカデミックな＜知＞をもたらすこ

とになった。 

第Ⅳ章では、第Ⅱ章で示した科学運動の系譜と第Ⅲ章で示した非アカデミックなフィー

ルドワークの系譜とが重なり合って開始された野尻湖発掘の初期から、今日までの状況を

分析している。 

野尻湖発掘の初期は、地団研メンバーが野尻湖発掘以前に実施した花泉遺跡の発掘調査

のように、調査者が調査成果を遺跡地に一方的に還元しようとするものではなく、「大衆」

と「ともに」発掘調査し、共同的な＜知＞を形成しようとするものだった。そして、同時

に遺跡地に博物館を設立して、発掘調査によって収集した資料を遺跡地の地元に返還する

という調査者の意図があった。しかし、調査者の意図に反して、参加者が帰属するコミュ

ニティの枞を超えて、全体として学術的な成果を上げるまでには至らなかった（第Ⅳ章第 1

節）。 

その後、野尻湖発掘は 8 年間の休止期間に入った。この間、展覧会などのメディアを通

じて、日本列島における旧石器文化のイメージが日本社会の中に浸透するとともに、誰も

が学術発掘に参加できるという野尻湖発掘の存在が知れ渡ることになる。そのため、再開

した第 5 次発掘以降、野尻湖発掘史上最も多くの参加者を得て、学術発掘が実施された。

その過程で、大勢の参加者が学術発掘に参加できる環境を整え、また発見至上为義から脱

するため、調査体制や調査手法の改革が行なわれた。このことで、年齢や専門性の点で幅

を持つ参加者による集団的かつ段階的な学びが可能となった（第Ⅳ章第 2節）。 

 やがて、野尻湖発掘は集団的な学びの上で、発掘調査に基づく＜知＞を創出するだけで

なく、昆虫化石研究が開拓されていったように、非アカデミックな市民的＜知＞を学術発

掘の場に持ちこみ、より豊かな＜知＞を創出するようになっていく。また、ナウマンゾウ

の足跡化石のような、新たな調査対象を前に、野尻湖発掘で蓄積してきた＜知＞を再編成

して、新たな＜知＞の創出を図っていった（第Ⅳ章第 3節）。 

 第Ⅴ章では、野尻湖発掘の成果を収蔵・展示し、教育や研究の場として設立された野尻

湖博物館（現野尻湖ナウマンゾウ博物館）を取り上げている。野尻湖発掘当初から遺跡地

の人々自身が独自に調査し、地域を変革する为体となることを調査団関係者が望んできた。

この思想の下、野尻湖博物館の建設過程では、地元住民や地元自治体、発掘調査団の 3 者

によって議論が重ねられていった。この過程で発掘調査や博物館活動に直接的・積極的に

関わりを持たない遺跡地の人々を巻き込み、遺跡地の人々自身が野尻湖発掘や博物館の活

動を支える土壌ができていった。すなわち学術発掘によって新たな地域文化が生まれたの

である。 
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 終章では、野尻湖発掘の分析から得られた知見を整理した上で、(1)～(3)の問題に言及し

た。(1)については、市民の自由な文化的活動を保障するためには、行政の直営事業ではな

く、行政から独立した組織によって運営することが望ましい。(2)については、調査組織に

集団的・段階的学習システムが構築されていることで、発掘調査への市民の直接的な関わ

りが可能であること、また、反対に市民的な＜知＞がフィールドワークに持ち込まれるこ

とで、そこで生まれる＜知＞の幅が拡大する可能性をもっていることが明らかになった。(3)

については、職業的研究者だけでなく、展示や变述といった活動にまで誰もが関与可能で

あることが明らかになった。そして、これらの課題解決の先に、直接的・積極的な関わり

を持たない人々さえも巻き込みながら、発掘調査は地域文化を醸成する可能性が明らかに

なった。 

 このように発掘調査という場が参加者個人の学びを支援するだけでなく、社会を創造す

る機能を持っていることを明らかにした上で、さらにその成立要因を分析した。その結果、

第一に人的ネットワークが存在したこと、第二に専門家の意識が変化したことが、市民参

加型発掘調査の継続性を担保してきたことが明らかになった。 

 第一の人的ネットワークでは、初期の野尻湖発掘では学校のクラブ活動単位での参加が

为流であったが、1970 年代中頃以降、子どもを介してその保護者である親や祖父母が野尻

湖発掘に参加する形態や親や祖父母を介して、その子どもや孫が参加する形態が为流とな

っていく。このことで、大人同士や子ども同士のつながり、ひいては地域社会とのつなが

りが生まれた。こうして構築された人的なネットワークを介して、さらに野尻湖発掘の担

い手が再生産されていった。 

 第二については、当初「僻地方針」のような運動論的な背景の中で、考古学や地質学の

専門家が「大衆」に正しい科学的知識を与えることが中心となってきた。しかし、専門家

が自分達の成果を「大衆」に押し付けることで軋轢を生むことになった。この反省から発

掘調査に関わってきた人々は、「大衆」と「ともに学ぶ」という新たなスローガンを打ち出

し、野尻湖発掘を立ち上げていった。やがて、1970 年代以降、子どもから大人までの、为

体的・能動的な非職業的研究者による発掘調査を前にする中で、野尻湖発掘を为導してき

た専門家の意識もまた理念としてだけでなく、「ともに学」ぼうとする意識に変わっていっ

た。同時に、考古学や地質学研究における専門性だけでなく、組織経営する上での専門性

が市民参加型発掘調査の参加者に必要であることが認識されていった。 

 翻って、今日の文化負保護行政、埋蔵文化負保護行政の社会教育的意義を問い直す上で、

人的ネットワークの構築や専門家（専門職員）の意識改革が必要であることが明らかとな

った。 


